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○ 人口減少や高齢化に伴い事務作業や活動の継続が困難となることに対応するため、これまでも活動組織の広域化、地域への外部人材の呼込み、
事務負担の軽減等に取り組んできたところであるが、今後、更に現状の課題に対応していくため、次期対策においては、引き続き広域化の推進や
事務負担の軽減に取り組むとともに、活動組織の体制強化に向けて、活動組織と外部団体等とのマッチングの仕組みの構築に取り組む。

〇 環境負荷低減に係る取組については、これまで環境保全型農業直接支払で支援してきたが、地域でまとまりをもって取り組むことで効率的かつ
効果的に推進されることが期待される取組（長期中干し、冬期湛水等）については、令和７年度から多面的機能支払で支援する。

多面的機能支払の次期（第３期）対策の方向について

○ 国、県、市町村による集落の共同活動への支援等を強化○ 多面的機能支払の事務の省力化、組織体制の強化を図るため、
活動組織の広域化等を一層推進

多面的機能支払活動組織
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多面的機能支払において地域共同で行うことにより推進
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事務員（事務処理担当者）の作業内容例
・総会準備（役員・構成員への連絡、書類作成等）
・活動準備（活動計画の作成、資材等の手配等）
・作業日報等の整理、とりまとめ
・活動状況の確認・記録、金銭出納簿整理
・日当の支払
・役場との調整、問い合わせ等
・構成員としての共同活動への参加

事務局の作業内容例

・総会準備（役員への連絡、書類作成等）
・活動準備（活動計画の作成、資材等の手配等）
・作業日報等の整理、とりまとめ
・活動状況の確認・とりまとめ、金銭出納簿整理
・日当の支払、交付金の管理
・集落間・行政との連絡調整等

構成員の作業内容
・共同活動の実施、活動記録等の作成

構成員の作業内容
・共同活動の実施、活動記録等の作成
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各活動組織で実施

1［お問い合わせ先］中国四国農政局農地整備課(086-224-4511)



＜対策のポイント＞
地域共同で行う、多面的機能を支える活動や、地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る活動を支援します。

＜事業目標＞
○ 農地・農業用水等の保全管理に係る地域の共同活動への多様な人材の参画率の向上（５割以上［令和７年度まで］）
○ 農地・農業用水等の保全管理に係る地域の共同活動により広域的に保全管理される農地面積の割合の向上（６割以上［令和７年度まで］）

日本型直接支払のうち
多面的機能支払交付金

＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞＜ 事 業 の 内 容 ＞
１．多面的機能支払交付金 48,463（47,050）百万円

① 農地維持支払
地域資源の基礎的保全活動等の多面的機能を支える共

同活動を支援します。
② 資源向上支払

地域資源の質的向上を図る共同活動、施設の長寿命化
のための活動を支援します。

２．多面的機能支払推進交付金 1,585（1,539）百万円
交付金の適正かつ円滑な実施に向けて、都道府県、市町村

等による事業の推進を支援します。

交付単価

［５年間以上実施した地区は、➋に75％単価を適用］
※１：➋、❸の資源向上支払は、➊の農地維持支払と併せて取り組むことが必要
※２：➊､➋と併せて❸の長寿命化に取り組む場合は､➋に75％単価を適用
※３：❸の長寿命化において、直営施工を行わない場合は、5/6単価を適用

北海道都府県

❸資源向上支払
（長寿命化）

❷資源向上支払
（共同）

❶農地維持支払❸資源向上支払
（長寿命化）

❷資源向上支払
（共同）

❶農地維持支払

3,4001,9202,3004,4002,4003,000田
6004801,0002,0001,4402,000畑
400120130400240250草地

（円/10a）

※1,2,3 ※1,2,3※1 ※1

＜事業の流れ＞

市町村
定額

農業者等
定額

（１の事業）

市町村等
定額

（２の事業）
国 都道府県

定額

農地維持支払

・農地法面の草刈り、水路の泥上げ、農道の路面維持 等
・農村の構造変化に対応した体制の拡充・強化、地域資源
の保全管理に関する構想の策定 等

水路の泥上げ農地法面の草刈り 農道の路面維持

・水路、農道、ため池の軽微な補修、景観形成や生
態系保全などの農村環境保全活動 等

・老朽化が進む水路、農道などの長寿命化のための
補修 等

水路のひび割れ補修 農道の窪みの補修 ため池の外来種駆除

資源向上支払

［お問い合わせ先］農村振興局農地資源課（03-6744-2197）

実 施 主 体：農業者等で構成される組織（ ➊及び❸は農業者のみで構成する組織でも取組可能 ）
対象農用地：農振農用地及び多面的機能の発揮の観点から都道府県知事が定める農用地

【加算措置】
北海道都府県項目

320400田多面的機能の増進を図る活動の取組数を新たに１つ以上増加させる場合等
（加算対象活動に「広域活動組織における活動支援班※の設置及び活動の
実施」、「水管理を通じた環境負荷低減活動の強化」の項目を新たに追加）

多面的機能の更なる増進への
支援 80240畑

2040草地

320400田資源向上支払（共同）の交付を受ける田面積の1/2以上で取り組む場合水田の雨水貯留機能の強化
（田んぼダム）への支援

交付単価項目

40万円/組織
広域活動組織の設立と
活動支援班※の設置
を併せて行うこと

組織の体制強化
への支援

※広域活動組織内の集落をまたいで共同活動を支援す
ることを目的として設置される班

※黄色ハイライトは拡充等項目

【令和７年度予算概算決定額 50,048（48,589）百万円】

（円/10a）

交付単価項目
800長期中干し

化学肥料と化学合成
農薬を原則５割以上
低減する取組と併せて
環境負荷軽減に取り組
む面積が増加する場合

環境負荷低減
の取組への支援

4,000冬期湛水
8,000夏期湛水
3,000中干し延期
4,000作溝実施

江の設置等
3,000作溝未実施

（円/10a）

①

②
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○・環境との調和に配慮しつつ、省力化等による農業の成長産業化を図る農業生産基盤整備、多様な人が住み続けられる農村の振興を図る条件整備や
農業・農村の強靱化を図る防災・減災対策の推進

活動支援班とは

① 組織の体制強化への支援

活動組織の広域化と活動支援班の設置による体制強化を促進するため、広域活動組織の設立と活動支援班の設
置を併せて行う場合に、40万円/組織を加算する。

広域組織

【活動支援班】
・土地改良区OB
・建設業者OB 等

集
落
③

集
落
⑤

集
落
②

集
落
④

構成員等が
活動支援班メンバー
として参加

構成員等が
活動支援班メンバー
として参加

活動困難活動困難

長寿命化、
草刈り等支援

長寿命化、
草刈り等支援

集
落
①

※１ 農林業センサスにおける農業集落をいう。（多面的機能支払交付金実施要領第１の４の（７）参照）
※２ 活動支援班加算の制度の目的は、「活動支援班の設置」だけでなく、「広域活動組織の設立」を促進することであり、

既に広域活動組織となっている組織が面積を拡大する場合や令和６年度までに広域活動組織を設立し広域化加算
を受け取っていない場合は、支援の対象外。（増進項目は対象となる。）

※３ 水路の草刈りや泥上げ等の基礎的な保全活動、長寿命化の取組だけでなく、農村環境保全活動等も対象。

●活動支援班の定義・要件
・複数の集落※１で構成される広域活動組織※２において、活動組織内の集落をまたいで共同活動※３を支援する
ことを目的として設置される作業チーム。

・活動支援班のメンバーは、活動組織の構成員であり、複数人で構成されていること。
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② 多面的機能の更なる増進への支援項目の追加

〇地域の創意工夫に基づき、以下のａ～ｊから選択した活動と、ｋの広報活動
を毎年度実施※１、２します。

〇令和７年度より、ｈとiを新たに追加します。

※１ 直ちにa～ｊのいずれかの活動に取り組めない地区については、資源向上支払（共同）の交
付単価は基本単価に5/6を乗じた額になります。

※２ 対象農用地に中山間地域等が含まれる場合は、ｋの広報活動の実施を任意としています。

b：鳥獣被害防止対策及び環境改善活動
の強化

a：遊休農地の有効活用

d：防災・減災力の強化c：地域住民による直営施工

f  : やすらぎ・福祉及び教育機能の活用e：農村環境保全活動の幅広い展開

h：水管理を通じた環境負荷低減活動の強
化

g：農村文化の伝承を通じた農村コミュニ
ティの強化

ｉ：広域活動組織における活動支援班※の
設置及び活動の実施

ｊ：a～ｉのほか、都道府県が実施要綱に基づく基本方針において対象活動とすることとした
活動

ｋ：広報活動・農的関係人口の拡大

北海道都府県
320400田
80240畑
2040草地

※農地・水保全管理支払の取組を含め５年間以
上実施、または長寿命化のための活動に取り組む
地区は加算単価に0.75を乗じた額になります。
※加算措置の適用期間は、本加算措置を受けた
年度から、当該活動期間の最終年度までに限りま
す。

i：広域活動組織における活動支援班の設置及び活動の実施

h：水管理を通じた環境負荷低減活動の強化

〇多面的機能の増進を図る活動に取り組んでいる活動組織が、新たに活動項
目を選択し、１活動項目以上追加する場合又は初めて多面的機能の増進を
図る活動に取り組む組織が２活動項目以上選択して取り組む場合、資源向
上支払（共同）に単価の加算を行います。

〇要件

〇必要な手続、確認方法

〇要件

〇必要な手続、確認方法
ほかの増進項目と同様に、活動記録をもとに確認します。

環境負荷低減の取組（長期中干し、冬期湛水、夏期湛水、江
の設置、中干し期間の延長）をほかの増進項目と同様に、活動組
織内で決めた農地において実施すれば、増進活動としてみなされま
す。具体的な要件は、P.6に示しているものと同様ですが、増進活動
については、化学肥料・化学合成農薬を都道府県の慣行レベルから
原則５割以上低減する取組の要件や、取組面積の拡大について
の要件、一ほ場一取組の制限はありません。

広域活動組織において、活動支援班が設置されており、その活
動支援班が広域活動組織内の集落をまたいで活動を実施してい
る場合、要件を満たしているとみなされます。

活動計画を提出する際に、活動支援班の構成員名簿を併せて提
出いただく必要があります。（申請後に設置した場合は、申請した年
度の報告時に設置したことが分かる書類を提出）
また、活動支援班の活動実績については、活動記録の備考欄に記

載する必要があり、それをもとに活動の有無を確認します。

多面的機能の増進を図る活動

4

〇活動記録（修正案）


